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職員の給与に関する報告及び勧告について

川崎市人事委員会は、地方公務員法の規定に基づき、職員の給与等について別

紙第１のとおり報告し、併せてその改定について別紙第２のとおり勧告します。

この勧告に対し、その実現のため、速やかに所要の措置を執られるよう要望し

ます。
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別紙第１

報    告 

本委員会は、地方公務員法の規定に基づき、職員の給与等及び市内民間事業所

の従業員の給与等の実態を把握するとともに、職員の給与を決定する基礎的諸条

件について調査、研究を行ってきた。

その結果は、次のとおりである。

１ 職員の給与等の実態 

本委員会が、本年４月現在における職員の給与等の実態について調査した結

果によると、企業職員を含む本市の一般職の職員は17,337人であり、このうち

「川崎市職員の給与に関する条例」適用の職員（14,649人、平均年齢41.0歳）

の平均給与月額は、406,741円（給料332,565円、扶養手当7,667円、地域手当

55,458円、その他11,051円）となっている。 

また、行政職給料表(1)の適用職員（5,988人、平均年齢41.6歳）の平均給与

月額は、406,761円（給料329,305円、扶養手当7,994円、地域手当55,552円、

その他13,910円）となっている。 

なお、本委員会の勧告の対象は、行政職給料表(2)の適用職員及び企業職員を

除く一般職の職員である。 
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２ 民間の給与等の実態 

本委員会は、例年のとおり、人事院、神奈川県人事委員会等と共同して、

「職種別民間給与実態調査」を実施した。当該調査は、市内に所在する民間事

業所のうち、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の491事業所を調

査対象事業所とし、その中から層化無作為抽出法により抽出された111事業所に

ついて行ったものである。なお、本年は、新型コロナウイルス感染症に対処す

る医療現場の厳しい環境に鑑み、病院は調査対象から除外した。 

本年の調査は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を考慮し、実地

によらない方法でも調査可能な特別給等に関する調査を６月29日から先行して

実施した。調査内容は、公務と類似すると認められる職種に従事する者に、昨

年８月から本年７月までの１年間において支払われた特別給の支給状況等とな

っている。 

他方、実地調査が基本となる月例給に関する調査については、調査員に感染

（注） １　再任用職員、任期付職員及び休職中の職員等は含まれていない。

　　　 ２　企業職給料表(上下水道・交通・病院）は、上下水道企業職給料表(1)・(2)、交通企業職給料表(1)～(3)及び

 　　　 病院企業職給料表(1)～(4)の合算である。

給与勧告対象

13,513人

勧告対象外

3,824人

行政職給料表（1）

5,988人

医療職給料表（1）

20 人

医療職給料表（2）

523人

大学教育職給料表

24人

高等学校教育職給料表

329人

義務教育諸学校教育職給料表

5,233人

消防職給料表

1,396人

行政職給料表（2）

1,136人

企業職給料表（上下水道・交通・病院）

2,688人

一般職

17,337人

給料表別職員数 （令和２年４月時点）
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予防対策を徹底した上で、８月17日から９月30日までの期間で実施することと

した。調査内容は、公務と類似すると認められる職種に従事する者に、本年４

月分として支払われた給与月額等となっている。 

【参考資料第１～３表（13～14ページ）参照】 

本年の職種別民間給与実態調査の主な調査結果は、次のとおりである。 

(1) 特別給 

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞

与等の特別給は、所定内給与月額の4.45月分相当となっている。 

【参考資料第２表（14ページ）参照】 

 (2) 冬季賞与の考課査定分の配分状況 

民間事業所における冬季賞与の考課査定分の配分状況については、一般の

従業員（係員）で48.8％、課長級で56.9％、部長級で59.9％となっている。 

【参考資料第３表（14ページ）参照】 

３ 民間給与との比較 

職員の給与等の実態調査及び職種別民間給与実態調査の結果に基づき、職員

においては行政職給料表(1)の適用職員、民間においてはこれに類似すると認め

られる職種の者について、主な給与決定要素を同じくする者同士の本年４月分

の給与額を対比させ、ラスパイレス方式により精密に比較を行っているところ

である。 

本年においても、８月17日から９月30日までの期間に実施した職種別民間給

与実態調査の結果に基づき、別途、４月分の給与について公民較差を算出する

こととする。 
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４ 人事院勧告の概要 

  人事院は、本年10月７日、国会及び内閣に対して、国家公務員（一般職）の 

 給与等について報告し、併せて給与等の改定について勧告を行った。その概要 

 は、次のとおりである。 
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５ 本年の給与の改定 

以上述べた本市の職員の給与決定に関係のある基礎的諸条件を総合的に勘案

し、社会一般の情勢に適応したものとするため、本委員会としては、次のとお

り措置する必要があると考える。 

(1) 期末・勤勉手当 

期末・勤勉手当については、職員の期末・勤勉手当の支給月数（4.50月

分）が、民間事業所の特別給の支給割合（4.45月分）を上回っていることが

判明した。このことから、期末・勤勉手当の支給月数を0.05月分引き下げ、

4.45月分とする。 

併せて、特定任期付職員、第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員に

ついても所要の措置を行うこととする。 

(2) 月例給 

   月例給については、前記３の方法により算出した公民較差に基づき、別途、

必要な報告及び勧告を行うこととする。 

６ おわりに 

人事委員会による給与勧告制度は、労働基本権が制約されている職員の適正

な処遇を確保するための代償措置としての意義を有し、地方公務員法による情

勢適応の原則に基づき、職員の給与水準と民間の給与水準との均衡を図ること

を基本とし、国や他都市の職員の給与等も考慮して行われるものである。 

今回の勧告は、民間事業所における特別給の支給状況との均衡を考慮し、期

末・勤勉手当についての引下げを行うこととする内容となった。 

本委員会は、今後とも民間給与を的確に反映させた勧告を行い、中立的・専

門的な第三者機関としての役割を適切に果たしていく所存である。 
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市議会及び市長におかれては、給与勧告制度が果たしている役割を理解され、

別紙第２の勧告を実施されるよう要請する。 
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別紙第２

勧    告 

本委員会は、職員の給与について、別紙第１に述べた報告に基づき、次の措置

を執られるよう勧告する。

１ 諸手当 

期末・勤勉手当については、別紙第１で述べた事項を考慮し、国及び他都市

の動向を勘案して引下げ改定を行うこと。 

２ 改定の実施時期 

この改定は、この勧告を実施するための条例の公布の日から実施すること。 
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民間給与等の実態



令和２年職種別民間給与実態調査の概要 

この報告の基礎となった職種別民間給与実態調査の概要は、次のとおりである。 

１ 調査の目的 

この調査は、職員の給与等を検討するため、民間給与等の実態を調査したものである。 

２ 調査の内容等 

(1) 調査の内容 

   この調査の内容は、次のとおりである。 

  ① 昨年８月から本年７月までの特別給の支給実績 

  ② 民間企業における給与改定の状況等 

  ③ 本年４月分として個々の従業員に支払われた給与月額等 

  ④ 本年４月分の初任給の状況 

   なお、このうち、今回の報告の基礎となったのは、①及び②に関する調査である。 

 (2) 調査期間 

   本年においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、（1）①及び②に関す

る調査を先行して実施した。各調査期間は、次のとおりである。 

  ・(1)①及び②に関する調査：６月29日(月)～７月31日(金) 

  ・(1)③及び④に関する調査：８月17日(月)～９月30日(水) 

３ 調査機関 

本委員会、人事院、神奈川県人事委員会等 

４ 調査の範囲 

(1) 調査対象事業所 

企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の本市内の民間事業所のうち、次の日本

標準産業分類の大分類(ア～ツ)に分類された491事業所。 

なお、本年は、新型コロナウイルス感染症に対処する厳しい医療現場の環境に鑑み、病院は

調査対象から除外した。 

ア 農業、林業 

イ 漁業 

ウ 鉱業、採石業、砂利採取業 

エ 建設業 

オ 製造業 

カ 電気・ガス・熱供給・水道業 

キ 情報通信業 

ク 運輸業、郵便業 

ケ 卸売業、小売業 

コ 金融業、保険業 

サ 不動産業、物品賃貸業 

シ 学術研究、専門・技術サービス業 

ス 宿泊業、飲食サービス業 

セ 生活関連サービス業、娯楽業 

ソ 教育、学習支援業 

タ 医療、福祉 

チ 複合サービス事業 

ツ サービス業（他に分類されないもの）（中分類の宗教 

 及び外国公務に分類されるものを除く。） 

(2) 調査対象職種 

54職種（うち初任給関係職種12職種） 
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５ 標本事業所の抽出 

４の(1)に記載した事業所を組織、規模、産業により10層に層化し、これらの層から111事業 

所を無作為に抽出し実地によらない方法により調査を行った。 

先行して実施した調査における調査の完結した事業所は、第１表のとおりである。 

６ 集計 

総計及び平均の算出に際しては、母集団に復元して行った。 
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（単位:事業所）

 産　業

規　模　計 500人以上
100人以上
500人未満

100人未満

建 設 業 3 1 0 2

製 造 業 33 14 15 4

電気・ガス・
熱供給・水道業

0 0 0 0

情報通信業 15 10 3 2

運輸業、郵便業 12 4 5 3

卸売業、小売業 6 3 3 0

金融業、保険業 3 3 0 0

不動産業、
物品賃貸業

0 0 0 0

学術研究、専門・
技術サービス業

2 1 1 0

宿泊業、飲食
サービス業

0 0 0 0

生活関連サービス
業、娯楽業

0 0 0 0

教育、
学習支援業

3 1 1 1

医療、福祉 0 0 0 0

複合サービス事業 2 2 0 0

サービス業（他に
分類されないもの）

3 3 0 0

合　計 82 42 28 12

（注）　１　 上記のほか、調査不能の事業所が29事業所あった（規模不適１事業所を含む。）。

第１表　　産業別、企業規模別調査事業所数

　　　　　　業所規模50人以上の事業所をいう。

　　　　２　　「500人以上」とは、企業規模500人以上で、かつ、事業所規模50人以上の事業所を、
　　　　　　「100人以上500人未満」とは、 企業規模100人以上500人未満で、かつ、事業所規模
　　　　　　50人以上の事業所を、「100人未満」とは、企業規模50人以上100人未満で、かつ、事

企業規模
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区　　　分

　項　　　目　　

2.18 月分 1.82 月分

2.34 月分 1.84 月分

（注）１　　下半期とは令和元年８月から令和２年１月まで、上半期とは令和２年２月から７月までの期間をいう。
　　　２　　年間の平均は、特別給の支給割合を市職員の人員構成に合わせて求めたものである。
備　考　　市職員の場合、現行の年間支給月数は、4.50月分である。

（単位：％）
項目

役職段階

課　　長　　級

部　　長　　級

第３表　　民間における冬季賞与の考課査定分の配分状況

係　　　　員

一定率（額）分 考課査定分

48.851.2

上半期（Ａ２） 414,754

第２表　　民間における特別給の支給状況

302,533

事務・技術等従業員

特別給の支給割合

技能・労務等従業員

907,508

4.45 月分年　間　の　平　均

上半期（Ｂ２／Ａ２）

555,941

56.943.1

59.940.1

下半期（Ｂ１）
特別給の支給額
（単位：円）

971,354

平均所定内給与月額
（単位：円）

下半期（Ａ１） 415,573

下半期（Ｂ１／Ａ１）

上半期（Ｂ２）

300,890

548,813
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